
           山梨県知事政策局

成
長
分
野

市場動向（■）ポテンシャル（○）
シーズ（◆）

課題等（●）

■医療機器、医薬、医療関連用品、介
護サポート用品など医療関連製品の
裾野は広く、市場の拡大が見込まれ
る。
○県内企業と山梨大学が連携し「医療
ものづくり研究会」を立ち上げており、
試作品等の成果が出ている。
◆既存のプラスチック成型、チタン加工
などの技術を活かし、医療・介護機器
分野に進出可能な企業がある。

●薬事法などの規制をはじめとして、
制度的な課題がある。
●医療現場のニーズを的確に吸上げ
ることの出来る仕組みや、そのニーズ
と技術シーズや知財を結びつける取り
組み、製品販路の確保が課題

■今後、世界的な規模で、介護ロボッ
ト、生活関連ロボットの需要は増大す
ると予測される。
○本県には、切削、研磨、プレス、溶
接、鍛造・鋳造、実装・組立、精密微細
加工などにおいて、高度な技術を有し
た企業が集積している。
◆本県には、遠隔のリモート技術、制
御系のプラットフォーム技術も持つ企
業がある。

●市場の最新情報収集、製品販路の
確保、利益の確保が課題
●制御技術や人間工学などの技術が
求められる分野であることから、新たな
産業集積が必要

■超高齢社会の出現や健康志向の高
まりなどから、医療ニーズは増大が見
込まれる。
○豊富な自然資源や、健康長寿日本
一など、健康県のイメージがあることか
ら、病院立地に適した環境である。

●医療産業は、人的資源が中核となる
産業であり、医師数、看護師数、病床
数など、規制や障壁が多い。
●県内には、保険外診療を受け入れら
れるような大規模病院が存在しない。
●まず、地域医療の水準を高めていく
ことが課題
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①
医
療
ツ
ー

リ
ズ
ム

■超高齢社会の出現や健康志向の高
まりなどから、医療ツーリズムは増大
が見込まれる。
○豊富な温泉資源や、健康長寿日本
一など、健康県のイメージがあることか
ら、医療ツーリズムに適した環境であ
る。

●中国をはじめとするアジア諸国に
は、主要都市に最先端の医療水準を
備えた病院があり、来県が想定される
アジア諸国の高所得者層に対して差
別化を図る必要がある。
●日本が医療先進国という認識が、中
国をはじめとするアジア諸国に拡がっ
ているのか不確定
●医師不足、看護・准看護師不足、ま
た保険外診療を受け入れられる大規
模病院が少ないことから、受け入れ体
制が不十分

１
．
医
療
・
福
祉
・
健
康

(1)
ハイテ
ク医療
機器分
野
（医療
機器・
介護機
器）

(3)
医療
産業

(2)
ロボッ
ト分野
(生活
支援）

産業振興ビジョン・今後成長が見込まれる分野等

個別
分野
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②
健
康

（
検
診

）
ツ
ー

リ
ズ
ム

■超高齢社会の出現や健康志向の高
まりなどから、検診・予防医療ニーズは
増大が見込まれる。
○豊富な温泉資源や、健康長寿日本
一など、健康県のイメージがあることか
ら、検診や予防医療に適した環境であ
る。

○同様な取り組みをする他県との競争
に勝つためには、多様なメニューの提
供などが必要
○医療機関の施設・設備、人的スタッ
フをなどが不足しており、また、他産業
との連携も必要となり、受け入れ体制
は不十分

③
ウ

ェ
ル
ネ
ス
ツ
ー

リ
ズ
ム

■日本のヘルスツーリズムの市場規
模は４兆円といわれる。
○豊富な温泉資源や自然資源など、
保養地のイメージがあることから、保
健・保養に適した環境である。
◆医療機関（人間ドック）と温泉、宿泊
施設が連携してツアーが実施されてい
る。
◆環境科学研究所などでウエルネスに
関する実証研究が進んでいる。

○産業間の連携不足、実際の効果に
対する科学的実証の不足、ツーリズム
後のケア体制などが課題
○他県との競合に対する多様なメ
ニューの提供や、受け入れる側の体制
整備などが必要

■日本を訪れる外国人観光客は、２０
０８年で８３５万人と増加傾向
○富士山をはじめ利用可能な観光資
源が豊富にある。また、東京からのア
クセス環境が良い。
◆国の政策として、外国人観光客、特
に中国や東南アジアからの誘致を進め
ている。
◆中国の個人旅行ビザ基準の緩和に
より、日本を訪れる観光客は増加する
見込み

●豊富な観光資源の活用を活かした
競合地域との差別化、外国人観光客
に対応できる人材育成などが必要
●富士山を訪れている外国人を、全県
に波及させる仕組みづくりが必要
●中国人観光客については、宿泊客
単価も安く、また、慣習の違いなどから
他の観光客とのトラブルも多い

■農林業をはじめ、参加型・学習型
ツーリズムへのニーズは増大してい
る。
○自然、水、温泉、農山村景観や文化
など利用可能な地域資源が豊富にあ
る。
○ジュエリー、ワイン、テキスタイル、歴
史、地域文化など山梨ブランドを活用
した「ブランドツーリズム」が期待されて
いる。

●産業間、施設間の連携不足や、特に
農林業を基調としているため、端境期
の対応、農家側のメリット確保などが課
題
●同様な取り組みをする他県との競合
に対する多様なメニューの提供や、受
け入れる側の体制整備などが必要

(

4

)

医
療
・
健
康
系
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ー

リ
ズ
ム

１
．
医
療
・
福
祉
・
健
康

２
．
地
域
資
源
の
活
用

(1)
インバ
ウンド
観光

(2)
農林業
と観光
（ニュ
ーツー
リズ
ム）
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■本県の水は貴重な地域資源であり、
今後、水に対する需要が急増している
中国など海外を含めた需要の高まりが
見込める。
○国内におけるミネラルウォーターの
生産量のシェアが４０％を超えるなど、
水資源が豊富にあり、水質も非常に高
いなどイメージが良い。
◆飲む化粧水の開発など、水を活用し
た製品開発の動きが一部に見られる。

●ミネラルウォーターの流通・販売は
大手独占状態となっており、県内の他
企業へ波及するのは難しい。
●水に付加価値を生み出すような、新
商品の開発や、企業間、農商工などの
連携、技術開発が行えるかが課題

■食の安全・安心に対するニーズは大
きく、市場の拡大が見込まれる。
○大消費地が近く、また、県産農産物
に対する信頼度は高く、安心・安全な
食品ニーズに合致している。
◆本県には、既にブランド化している農
畜産物や加工食品、水が数多く存在し
ている。

●地域内の連携不足、ニーズと技術の
ミスマッチ、それをコーディネートする人
材不足、取り組みに対する温度差など
が課題
●同様な取り組みをする他県企業に対
する優位性確保と差別化および、取り
組みが進まない農協などの既存の農
業団体、農業組織との調整、連携など
も課題
●地域資源活用型産業ととらえ、さら
に大きなくくりで産業振興につなげるこ
とが必要

■２００７年のリフォーム市場は、日本
全体では５兆９千億、山梨県では３４６
億円と推定されている。
■超高齢化、地球温暖化問題などか
ら、介護、環境リフォームの需要が大き
くなっている。
○本県においては、今後、適齢伐期を
迎える森林が増加し、安定的な原材料
の供給が可能
◆県内でもホームセンター、工務店が
リフォーム事業に参入し、首都圏に事
業領域を拡大している。

●技術者育成、技術者の技術標準
化、技術認証制度など、業者の信頼性
向上による差別化などが課題
●大手のハウジングメーカーとの競合
することから、差別化が課題
●県産材を使用した場合、部材の共通
化、安定供給、価格競争などが課題

■国は、国産材の自給率を５０％以上
に引き上げるとしており、また、国際的
な需給の逼迫などから、国産材の生産
拡大が期待される。
○本県は、森林面積率が７８％である
と同時に、このうち４４％をFSC認証さ
れた県有林が占める全国有数の森林
県であり、利用適齢期に到達してい
る。
◆川上(山元）、川中（製材）、川下（住
宅需要）の連携が進みつつある。

●林道網や路網の未整備、小規模零
細な林業事業体が多く、小規模で複雑
な森林所有形態などにより、生産効率
が低い。
●木材加工業が脆弱なため、県内で
の加工量が少なく、素材のまま他県に
木材が流出している。
●国産材活用に関しては地元工務店
との連携、集成材、乾燥材の生産シス
テムの開発が必要

２
．
地
域
資
源
の
活
用

(6)
木材産
業の振
興

(3)
水を核
とした
産業

(5)
住宅リ
フォー
ム

(4)
食品・
健康食
品産業

3



成
長
分
野

市場動向（■）ポテンシャル（○）
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個別
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■様々な業種との連携により、新たな
ビジネスを生み出す可能性がある。
◆様々な異業種連携や医療種参入の
事例が生まれている。

●異業種との連携、異業種へ参入する
場合、その業種に対応可能な人材育
成が必要
●本業で培ったノウハウを活かせない
場合が多い。

■農地法の改正などにより、法人経
営、農業への企業参入に対する障壁
が緩和されたことから６次産業化が進
む可能性が高い。
○潜在力がある農産物の加工によりブ
ランド化を図り、生産から販売・サービ
スまでの一貫体制構築により、高付加
価値化が可能
◆果実加工やワイン分野などで先導
的な事例が生まれている。

●６次営農に参入する企業に農業生
産、食品加工、流通販売に対するノウ
ハウが無いケースが多く、また、参入
に際して設備資金調達、農地集積の難
しさ、新規就農者の確保や教育、企業
間連携や農家間連携の脆弱性などが
課題
●県内農業は、果実栽培が中心であ
るため、農業経営者は、加工品という
より、生食生産の規模拡大を指向する
傾向にある。
●個々の農家単体で６次営農を担うこ
とは難しく、法人化や地域営農の中で
６次産業化の手法を考える必要があ
る。

■健康意識の高まりから、消費者の安
心・安全な食に対するニーズが高い。
○本県の農産物に対する信頼度は高
く、安心・安全な食品ニーズに合致して
いる。
◆農産物認定基準の取得などを積極
的に進める事業者も出始めている。

●高価格帯の農作物になることなどか
ら、販路の開拓が課題
●有機低農薬などは、収量が少なく、
比較的天候に左右されやすいため安
定的供給に課題がある。

■市場外流通が拡大しおり、生鮮食料
品などについても販路が拡大しつつあ
る。
○加工による新商品の開発、加工品も
含めた農産物の独自販売ルートを確
保することにより、事業拡大の可能性
がある。

●農家個々の力での販路開拓には限
界がある。
●県内でも、直売場の売上が減少して
いる店舗がある。

■都市住民の中には週末を利用して
野菜、果樹などの栽培に携わりたい人
が増加している。
■企業の社員教育・福利厚生、社会貢
献の場としてのニーズの高まりがあ
る。
○大消費地から１５０km圏内に位置し
ていることは、農産物の流通・販売や
ぶどう狩り、さくらんぼ狩り等の参加型
農業を営むことに対して、恵まれた条
件となっている。

●農家や農村のニーズと都市住民の
ニーズを把握し、上手にマッチングする
人材、仕組みが不足している。

(11)
都市住
民の労
働力を
活用

２
．
地
域
資
源
の
活
用

(7)
土木・
建設
業、農
林業な
ど他産
業との
連携

(10)
生産物
を独自
のルー
トで直
接販売

（8）
６次型
営農

(9)
安心・
安全な
ものづ
くり
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シーズ（◆）

課題等（●）
個別
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●現在では法の規制が大きく、参入障
壁が高い。
●介護については、介護保険報酬の
単価が低いので、人材確保が難しい。
●新規参入に関わる法制度が未整備
であり、金融機関からの融資もを受け
にくく、ビジネスモデルも確立していな
いので民間業者の参入が困難

■スマートグリッドの出現により市場の
拡大が見込める。

●社会的インフラとしてのICT産業に留
まっており、他産業のとの関連で付帯
的に拡大する市場

■２００９年のソフトウェア市場規模は２
兆円で、２００８年から１０%減少してい
る。今後、ソフトウェアは所有ではなく、
利用が中心となるとの見方もある。（ク
ラウドコンピューティング）

●県内にソフトウェア産業、コンテンツ
産業は集積しておらず、他県に先駆け
たコンテンツ産業が起きる環境にな
い。
●大都市圏立地型の産業であり、ソフ
トパワーとして発信できるような山梨独
自のコンテンツ産業は少ない。

■グリーンイノベーションの中核分野と
して、今後、世界的に需要が増大する
ことが見込まれる。
○本県は半導体関連産業の集積があ
り、要素技術等が重複する分野も多く、
これらを太陽光発電装置に移転でき
る。
◆県内で産学官連携によるイノベー
ションが進んでいる。

●価格競争やエネルギー効率の向上
のための技術開発、シリコン系か非シ
リコン系など様々な方式が存在するな
ど、課題も多い。
●技術、価格面で諸外国（特に、韓
国、中国）との競争激化が想定される。

■グリーンイノベーションの推進によ
り、需要は拡大すると予想される。
○本県は地形的に小水力発電が可能
な河川等が豊富である。
◆山梨県企業局には、水力発電のノウ
ハウが蓄積されている。

●発電可能な場所はあるが、法的な制
約などから、発電可能な河川の場所の
確保も課題
●発電される電気をビジネスにつなげ
ることができるのか、法制度の動きな
どから不透明
●発電機製造分野は、市場の裾野が
狭く（例えば、タービンのみ）小型化、マ
イクロ水力発電技術はドイツの企業が
強く、県内企業では対応が難しい。

(2)
環境型

５
，
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

（
機
械
・
電
子

）

(1)
太陽光
発電産
業

(2)
情報
サービ
ス・ソフ
トウェ
ア・コン
テンツ
産業

(1)
地域振
興型

(1)
ＩＣＴ
産業

３
．
ソ
ー

シ
ャ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
・

　
　
　
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス

(3)
介護・
子育
て型

●新規参入に関わる法制度が未整備
であり、金融機関からの融資もを受け
にくく、ビジネスモデルも確立していな
いので民間業者の参入が困難
●従事者の金銭的待遇が相対的に低
く、人材確保が困難

■日本全体で、今後数年のうちに１０
兆円規模の市場に成長することが予
想されている。
○本県にはコミュニティの連携力が
残っており、素地がある。
○コミュニティビジネス推進協議会が
設立されるなど、事業者のネットワーク
ができている。
◆法の規制が及ばない、いわゆるニッ
チゾーンへの参入は可能である。（介
護分野では、買い物などの生活支援
等）
◆子育てについては、いわゆるプラス
アルファのサービス需要について、差
別化によるビジネスが生まれつつあ
る。

４
．
そ
の
他

(2)
小水力
発電
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市場動向（■）ポテンシャル（○）
シーズ（◆）

課題等（●）
個別
分野

■グリーンイノベーションの推進によ
り、需要は拡大すると予想される。
○豊富な森林資源等を利用し、林地残
材や端材の活用などにより木質バイオ
マス等の展開が見込まれる。
〇発電機や周辺機器、部品類製造な
どに可能性がある。（要素技術を活か
した部品加工や機器製造）
◆バイオマス発電の実証実験が県内
数カ所で始まっている。

●技術面やコスト面で、国内、海外企
業との競争が激化している。

■政府は、２０３０年までに次世代自動
車５０～７０％の普及を目指している。
○個々の部品に高い技術が必要とさ
れているが、本県中小企業は、汎用技
術を基礎にした高細密、高精度の部品
加工およびこれらを生産する生産機械
の製造技術を持っている。
◆高周波熱処理技術など、この分野に
対応する技術シーズが数多く存在して
いる。

●この先１０年程度は、様々な形式の
環境自動車が併存することが想定さ
れ、標準化される環境対応型自動車の
見極めが難しい。
●技術シーズはあるが、一方で部品の
点数も少なくなることも想定され、地域
産業として拡大するか不明

■燃料電池（自動車）については、経
済産業省の予測では、２０３０年時点で
も市場シェアは３％程度と推測されて
いる。
○定置型燃料電池、燃料電池自動車
が一般的に普及した場合、補器や周辺
機器、設置、メンテナンスなどに可能性
がある。
◆山梨大学では、燃料電池に関する
研究開発が進められており、燃料電池
を中心とした次世代エネルギー産業の
クラスター形成を目指した取り組みが
産学官共同により行われている。

●山梨大学で進む燃料電池の研究開
発は、基礎研究、実証実験の段階であ
り、その研究成果と県内企業との連携
により製品化まで進めることが課題

■携帯電話、ノートPC、スマートグリッ
ド、次世代自動車など幅広い需要の拡
大が期待できる。

●部品数が少ないので、どのような対
応が可能か、不透明
●先進的な取り組みはあるものの、県
内の蓄電池関連の企業集積は限定的
である。
●レアメタルを使用するため、国際的
な資源確保競争が激化している。

５
．
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

（
機
械
・
電
子

）

(6)
蓄電池

(3)
環境産
業、バ
イオマ
ス、そ
の他再
生可能
エネル
ギー産
業

(4)
環境対
応型自
動車

(5)
燃料
電池
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成
長
分
野

市場動向（■）ポテンシャル（○）
シーズ（◆）

課題等（●）
個別
分野

■エネルギー利用の効率化、省エネ促
進、再生可能エネルギーの導入などエ
ネルギー源は多様化しており、市場は
拡大している。
○山梨は東京と名古屋の間に位置す
る盆地で、自然資源が豊富にある。そ
の地域特性などから実証実験の場に
は最適である。

●本県で施設整備が可能か不透明
（福岡、川崎などで先行）
●実証実験を通じた地域産業化の方
向性が描けるか、リビングラボ効果を
他産業へ結び付けられるか。

■半導体の需要は今後も大きくなるこ
とが想定され、製造装置の需要も同様
に拡大する。
○大手半導体製造装置メーカがあり、
県内に関連企業が多く集積している。
◆大手メーカーとの連携の中で蓄積さ
れた技術がある。

●半導体製造装置の研究、製造は、
半導体の口径が大型化していて、加工
機も大型化するため、大手企業が中心
となっている。
●製造装置産業は、海外への進出、あ
るいは韓国、中国勢の技術的な追い
上げもあり、今後の動向は不透明
●大型化に対応するためには、沿岸部
の平地や飛行場などのインフラ整備が
整った場所が必要となり、内陸部の本
県は不利

成
長
分

市場動向（■）ポテンシャル（○）
シーズ（◆）

課題等（●）

■世界的なエネルギー需要の増大と
環境意識の高まりにより、小型化、省
力、省エネルギー化などの環境対応型
デバイスの需要は拡大する。
○本県の機械電子系の中小企業は、
ナノデバイス、環境デバイスなど高細
密、軽量化などに適応した部品の製
造、加工、生産機械の設計開発に強み
を持っている。
◆産業分類別製造品出荷額では、「生
産用機械器具製造業」、「電気機械器
具製造業」、「電子部品・デバイス製造
業」で４３．３％を占める。
◆「ウェーハプロセス用処理装置」、「フ
ラットパネル・ディスプレイ製造装置」な
どが出荷額の全国上位を占め、電子
回路用処理装置の出荷額は、全国１
位である。

●韓国、中国勢との技術競争・価格競
争の激化
●イノベーションの動きに常にキャッチ
アップするための人材育成や投資が必
要
●産学官連携など基礎的な技術開発
を進めることが必要

個別
分野

５
．
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

(

機
械
・
電
子

）

(7)
スマー
トグリッ
ド

(8)
半導体
製造装
置産業

ものづ
くりに
共通し
た省
力・省
エネ化
などへ
の環境
対応

7


